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パブリックコメント実施結果について 

 

令和４年８月１５日（月）から令和４年９月１３日（火）までの間「瀬戸市個人情報保護法施行条例骨

子（案）」についてパブリックコメントを実施した結果、次のとおりご意見が寄せられました。いただいた

ご意見に対する本市の考え方をまとめましたのでお知らせします。 

ご意見をお寄せいただきありがとうございました。 

 

１ 意見提出者数   ４人 

 

２ 意見の件数   ２６件 

 

３ 意見の内訳 

Ａ 意見を踏まえて、案の修正をするもの ２件 

Ｂ 意見の主旨や内容を盛り込み済みであり、考え方を説明するもの ７件 

Ｃ 今後の事業実施の参考とするもの １４件 

Ｄ その他（Ａ～Ｃ以外のもの）  ３件 

 

４ 意見の概要及び意見に対する考え方 

項

目 

意見の概要 対

応 

意見に対する考え方 

１ 

 

手 

数 

料 

に 

つ 

い 

て 

「手数料３００円」に反対する。手数料は、これまで

同様に、徴収するべきではない。瀬戸市個人情報保護条

例第１条は、「この条例は、市の機関が保有する個人情

報の開示、訂正等を請求する個人の権利を明らかにする

とともに、個人情報の適切な取扱いについて必要な事項

を定め、もつて個人の権利利益の保護及び公正で民主的

な市政の推進に資することを目的とする。」と定めてい

る。この目的から考えても、手数料徴収の対象ではない。

何人も、保有個人情報の内容に誤りがあれば、訂正請求

権を有し、また適法に収集されたものではない等の場合

には、利用停止請求権を有している。これらの権利行使

は、単に個人レベルの「訂正」「利用停止」で終わる場

合もあろうが、場合によっては、広く他の人々にも影響

する場合もあろう。まさに一人の個人情報開示請求が、

公正で民主的な市政の推進に資することになるのであ

る。手数料徴収は、「権利行使」、「公正で民主的な市政

の推進」に反するもので、容認できない。 

Ｃ 従来の瀬戸市個人情報保護条

例を令和５年３月３１日で廃止

し、令和５年４月１日からは個人

情報の保護に関する法律が直接

適用されます。 

今回の個人情報保護制度の見

直しにおいては、原則として法律

の規定に基づいて運用するべき

と考えており、法律第８９条及び

同施行令第２７条の規定による

国の取扱いに準じて受益者負担

の観点から、有料とする取扱いと

しました。 

また、開示請求時の手数料に関

しては、個人の権利利益に影響す

るものですので、慎重かつ丁寧に

議論を進めてまいりたいと考え、

頂戴いたしましたご意見につき個人情報公開請求の手数料を１件３００円にするこ Ｃ 

公開用 
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とは、現在の瀬戸市個人情報の保護制度を後退させるも

のとなり撤回すること。これまで通り手数料は無料とす

ること。 

なぜ１件３００円と定めなければならないのか説明

はされておらず、必然性もないという事ではないか。今

回の国の情報保護法は、８９条で「地方公共団体の機関

に対して請求を行う場合には条例の定めにより手数料

を納めなければならない。」としているが条例で手数料

の額を０円、無料とすることも可能と国の個人情報保護

委員会も法令ガイドラインで公表している。 

いつでも自分本人の個人情報がどのような内容で保

有されているかを知ることが阻害されることのないよ

う開示請求の手数料は無料とすることは当然である。 

ましては、瀬戸市情報公開・個人

情報保護審査会に諮り、最終的な

判断の参考とさせていただきま

す。 

 

 瀬戸市個人情報保護法施行条例骨子（案）における自

己情報の公開請求の手数料の徴収は、自己情報を確認

し、訂正する権利の行使、個人の権利利益の保護を妨げ、

公正で民主的な市政の推進の弊害となることは明らか

であることから撤回すること。 

国の個人情報保護委員会のガイドラインには、「手数

料を徴収しないこととすること（手数料の額を無料とす

ること。）も可能である」と明示されている。同様に個

人情報保護法改正による個人情報保護条例改正等に係

るパブリックコメントを実施済みもしくは実施中の、八

千代市、宮城県議会、神戸市、札幌市、大阪府、逗子市

は、手数料を無料とする案を掲載している。また、名古

屋市は、名古屋市個人情報保護審議会が手数料は無料と

する答申を提出している。 

 

個人情報保護委員会 

法令・ガイドライン等 

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/ 

個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

（行政機関等編） 

令和４年４月２８日 ガイドラインの改正（未施行：令

和５年４月１日施行） 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220428_koutekibumon 

_guidelines_shinkyu.pdf 

ｐ.41 

7‐1‐13 手数料 

Ｃ 
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開示請求をする者は、行政機関の長に対して請求を行う

場合には政令の定めにより、地方公共団体の機関に対し

て請求を行う場合には条例の定めにより、独立行政法人

等又は地方独立行政法人に対して請求を行う場合には

当該独立行政法人等又は当該地方独立行政法人の定め

により、実費の範囲内で、手数料を納めなければならな

い（法第89条）。 

地方公共団体の機関においては、手数料に関する条例に

おいて、算定方法を工夫した適当な額とすること（例え

ば、従量制とすること。）や手数料を徴収しないことと

すること（手数料の額を無料とすること。）も可能であ

る。 

 本骨子案では、「開示請求をする際の手数料を開示請

求に係る保有個人情報が記録されている実施機関にお

ける文書１件につき３００円とします。また、現条例と

同様に開示文書交付時に写しの作成及び送付（送付を希

望する場合に限ります。）に要する費用を負担していた

だきます。」としているが、１件につき３００円もの手

数料がかかるようになれば、自己情報コントロール権が

行使しづらくなることは明らかである。国の個人情報保

護委員会のガイドラインには、「手数料を徴収しないこ

ととすること(手数料の額を無料とすること。)も可能で

ある」とあり、必ずしも手数料を有料としなければなら

ない根拠はない。個人情報保護制度を決して後退させて

はならないのであり、今回の手数料有料化は撤回し、手

数料は無料とするよう強く求める。 

Ｃ 

 瀬戸市個人情報保護条例第４５条で「個人情報保護制

度の運用に関する重要事項については、瀬戸市情報公

開・個人情報保護審査会において調査審議する。」と定

めている。 

瀬戸市個人情報保護法施行条例骨子（案）は、現行の

瀬戸市個人情報保護条例を廃止して新たに条例を制定

するものであり、制度の運用の重要事項であることはも

ちろんのこと、同案では、自己情報の公開請求について

も従来はなかった手数料の徴収を行おうとするもので

あり、瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会の調査審議

は不可欠である。 

本案については、他の自治体が取り組んでいるよう

に、まずは専門的知見を持つ瀬戸市情報公開・個人情報

Ｂ パブリックコメント手続きに

より市民の皆様のご意見を集約

し、その意見と併せて瀬戸市情報

公開・個人情報保護審査会に諮る

ことにより市民の皆様の意見を

反映させることとしておりま 

す。 



4 

 

保護審査会に諮問を行い、答申を得た上で改正案等を市

民に対し提案すること。 

２ 

 

条 

例 

の 

名 

称 

等 

に 

つ 

い 

て 

瀬戸市は「瀬戸市個人情報保護法施行条例」との名称

で制定しようとしているが、個人情報保護法改正を踏ま

えた対応であるとしても、これまでに「瀬戸市個人情報

保護条例」において取り組んできた「第１条：この条例

は、市の機関が保有する個人情報の開示、訂正等を請求

する個人の権利を明らかにするとともに、個人情報の適

正な取扱いについて必要な事項を定め、もつて個人の権

利利益の保護及び公正で民主的な市政の推進に資する」

ことを基本として、その名称は、国の法律の施行条例と

するのではなく、主体的に個人情報の保護に取り組む姿

勢を明らかにするべく、従来通りの「瀬戸市個人情報保

護条例」とすること。また、条例の名称如何にかかわら

ず、現行の瀬戸市個人情報保護条例の第１条の目的を継

承し、条文に明示すること。 

Ｃ この条例は、個人情報の保護に

関する法律の施行に関し必要な

事項を定めることを趣旨として

おり、名称は、「瀬戸市個人情報

保護法施行条例」とすることと考

えています。 

改正後の条例の名称は「法施行条例」ではなく「個人

情報保護条例」とし、現行条例の基本的理念を後退させ

ることのないよう住民情報の保護に向けた自治体の理

念・姿勢をあきらかにすること。その際基本的人権の保

障や、自己情報のコントロールなど情報主体としての住

民の権利を規定すること。 

Ｃ 

個人情報保護法改正を踏まえた対応であるとしても、

これまでに「瀬戸市個人情報保護条例」において取り組

んできた「第1条：市の機関が保有する個人情報の開示、

訂正等を請求する個人の権利を明らかにするとともに、

個人情報の適正な取扱いについて必要な事項を定め、も

つて個人の権利利益の保護及び公正で民主的な市政の

推進に資する」ことを基本として、その名称は、国の法

律の施行条例とするのではなく、主体的に個人情報の保

護に取り組む姿勢を明らかにするべく、従来通りの「瀬

戸市個人情報保護条例」とするよう強く求める。 

また、条例の名称如何にかかわらず、現行の瀬戸市個

人情報保護条例の第１条の目的を継承し、条文に明示す

るよう強く求める。 

瀬戸市の個人情報保護制度が従来よりも後退するよ

うなことは決してあってはならない。 

Ｃ 

３ 

 

「審議会」で有識者・住民により行政をチェックする

意義を確認し、「審議会」の役割を条例に規定して今後

Ａ 法律第１２９条の規定に基づ

き、個人情報の適正な取扱いを確
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審 

議 

会 

に 

つ 

い 

て 

も十分機能するようにすること。 保するため専門的な知見に基づ

く意見を聴くことが特に必要で

あると認めるときは、瀬戸市情報

公開・個人情報審査会に諮問する

ことができることを規定するこ

とを検討します。 

個人情報の外部提供・目的外利用や住民情報の管理シ

ステムの開始・改変など、従来審議会も諮問してきた事

柄について、今後も審議会に報告し、審議会委員が必要

と判断した際は自発的に調査・審議・意見陳述ができる

ようにするとともに、報告事項をホームページに掲載す

るなど市民にわかるようにすること。 

Ｃ 法律第１２９条の規定に基づ

き、審査会を設置した場合、個人

情報保護制度の運用に関する状

況の報告を行うことを規定する

ことを検討します。 

個人情報は本人から収集するように努めることを責

務として条例に規定するとともに、現在「審議会」に諮

っている例外的な本人外からの取得については、審議会

に報告し、審議会により調査・審議・意見陳述ができる

ようにすること。 

Ｄ 個人情報保護委員会から、本人

収集を原則とする規定を定める

ことは許容されない旨が示され

ています。 

また、個人情報の取得について

も、事後的な報告を行うものであ

っても、審議会等への報告や意見

聴取を要件化することは許容さ

れない旨が示されています。 

目的外利用や外部提供が担当部署だけの判断で行わ

れないよう、個人情報保護担当部署への報告を義務付

け、「審議会」に報告して客観性が反映される仕組みに

するとともに、個人情報ファイル簿への記載等による住

民への可視化を条例に規定すること。 

Ｃ 目的外利用及び外部提供する

ときは、その旨を市長に届け出る

ことを義務付けます。また、法律

第１２９条の規定に基づき、審査

会を設置した場合、個人情報保護

制度の運用に関する状況の報告

を行うことを規定することを検

討します。 

なお、外部提供・目的外利用等

については、個人情報保護委員会

から、事後的な報告を行うもので

あっても、審議会等への報告や意

見聴取を要件化することは許容

されない旨が示されています。 

また、個人情報ファイル簿への

記載等については、個人情報取扱

事務登録簿を引き続き作成及び

公表し、個人情報取扱事務登録簿
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において目的外利用等の有無を

お知らせします。 

 住民情報のオンライン結合について、デジタル化の進

展により新たな漏えいやシステムの障害、プライバシー

侵害などが起きる可能性を考慮し、「審議会」や専門家

による検証を積極的に求めリスクの最小化に努めると

ともに、必要に応じて結合先に対する調査や要請を行う

ことを規定すること。 

Ｃ 安全管理のために必要かつ適

切な措置及び第三者への提供の

制限等の規定を適正に運用する

ことを考えています。 

４ 

 

手 

順 

や

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

に

つ

い

て 

 瀬戸市は現在、瀬戸市情報公開条例一部改正骨子(案),

瀬戸市個人情報保護法施行条例骨子(案)、瀬戸市行政不

服審査関係手数料徴収条例骨子(案)について市民意見

を募集するとホームページで公表している。これらは全

て市民に対する説明会を一度も開催することなく、ホー

ムページで意見の募集を始めている。「瀬戸市パブリッ

クコメント手続に関する要綱」とその解説によれば、政

策等の案を公表すあるときは、当該政策の案を市民が理

解するために必要な事項を記載した資料を添付するも

のとするとしている。必要な事項とは、政策等を検討す

る際の論点がわかる事項として、政策等の「内容」「現

状の課題認識」「費用対効果」等を指すとされている。 

 また、『「その他市民等が容易に入手できる方法」とは、

策定等した担当部署の窓口での貨与、策定等した担当部

署以外の窓口での閲覧・配布・貸与、報道機関への発表

等による広報等をいう。』ともされている。 

今回の市民意見募集については、瀬戸市パブリックコ

メント手続要綱に定められているような市民への広報、

周知は行われず、市民が理解することができるような必

要な事項が記載された資料は十分には示されていない。

形式的でアリバイ作りのようなパブリックコメント募

集となっており問題である。 

市民が当該案を理解することができる十分な資料を

添付した上で、市民意見を再募集すること。 

Ｂ  パブリックコメント手続きに

関する要綱の規定に基づいた意

見聴取を行っており、パブリック

コメント手続きを再度実施する

ことは考えておりません。 

本件「瀬戸市個人情報保護法施行条例骨子（案）」に

ついて、即座に理解できる市民がどれだけいるのか。行

政機関は、個人情報の集積場所であるとも言える。「個

人情報保護」は、行政にとっても、市民にとっても、最

重要事項の一つである。そうであるから、至急、市民に

対し、直接説明の機会が持たれるよう要求する。市民を

蔑ろにしてはならない。 

Ｂ パブリックコメント手続きに

より市民の皆様のご意見を集約

し、その意見と併せて瀬戸市情報

公開・個人情報保護審査会に諮る

ことにより市民の皆様の意見を

反映させることとしております。 
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  瀬戸市個人情報保護法施行条例骨子（案）については、

瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会への諮問・答申の

手続きを経た上で、市民説明会を開催し、その後に市民

意見の募集をあらためて行うこと。 

Ｂ 

「条例制定のスケジュール」から、瀬戸市情報公開条

例第２２条に定める瀬戸市情報公開・個人情報保護審査

会の「調査審議」が欠落している。そもそも、右「調査

審議」の後その結果を公開した上で、パブリックコメン

トを実施すべきである。 

また、パブリックコメントの内容を審査会に報告する

ようであるが、その旨の記載もない。「スケジュール」

の詳細を記載するように求める。 

Ｂ  パブリックコメント手続きに

より市民の皆様のご意見を集約

し、そのご意見と併せて瀬戸市情

報公開・個人情報保護審査会に諮

ることにより市民の皆様の意見

を反映させることとしておりま

す。 

 スケジュールに関しましては

以下のとおり、提示させていただ

きます。 

⑴ パブリックコメントの実

施  

 令和４年８月１５日（月）

～令和４年９月１３日（火） 

⑵ パブリックコメントの意

見集約、条例一部改正案の作

成 

  令和４年９月 

⑶ 瀬戸市情報公開・個人情報

保護審査会に諮問 

  令和４年９月 

⑷ 議会への提案 

  令和４年１２月 

⑸ 条例施行 

  令和５年４月１日 

 瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会は、条例に定め

られた通り、制度の運用に関する重要事項として、本案

について調査審議を行うこと。その結果を公表するこ

と。 

Ｂ  頂戴いたしましたご意見につ

きましては、瀬戸市情報公開・個

人情報保護審査会へのご要望と

して、審査会にて共有をさせてい

ただきます。 

５ 

 

そ 

の 

他 

要配慮個人情報はできる限り収集しないよう努める

ことを責務として条例に規定するとともに、その扱いに

ついて安全管理措置を整備すること。また個人情報保護

法令に規定はないが不当な差別・偏見の原因となるおそ

れがある個人情報について、積極的に「条例要配慮個人

Ｄ 個人情報保護委員会から、法の

規律に加えて、条例要配慮個人情

報の取得、利用、提供等を制限す

る規定を定めることは許容され

ない旨が示されています。 
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情報」として条例に規定し管理に万全を期すこと。 また、「条例要配慮個人情報」

については、規定しない考えで

す。 

開示請求を行わなくても、訂正請求・利用停止請求を

可能にすること。 

Ｄ 現行の瀬戸市個人情報保護条

例においても、個人情報の保護に

関する法律と同様の規定がある

ことを踏まえ、対象となる保有個

人情報の範囲を明確にし、訂正請

求及び利用停止請求の制度の安

定的運用を図るため、これらの制

度について開示を受けた保有個

人情報を対象とします。 

代理人による開示・訂正等請求にあたっては、開示等

請求制度の悪用を防止するため、必要に応じて本人の意

思確認を行うことを条例に規定すること。 

Ｃ 個人情報保護に関して、運用手

引き等を作成し、なりすまし等に

よる開示等請求制度の悪用を防

止するルールの策定を検討しま

す。 

個人情報ファイル簿の作成にあたっては、個人情報保

護法では対象とならない保有個人情報についても対象

とし、現行の目的外利用・外部提供・委託などの取扱状

況を記載し公表する仕組みを下回らないものとするこ

と。 

Ｂ 個人情報ファイル簿の作成要

件等は法令のままとしますが、個

人情報を取り扱う事務を開始し

ようとするときは、必ず個人情報

取扱事務登録簿を作成すること

を条例で定めるものとし、目的外

利用等の有無について公表しま

す。 

死者に関する個人情報について、現行条例の保護水準

を低下させないようにすること。 

Ｃ 個人情報保護制度とは別に、法

令に抵触しない限度で、地方公共

団体において死者に関する情報

の提供についての制度を設ける

ことは妨げられないことから、必

要があれば条例の制定を検討し

ます。 

地方議会における個人情報の適切な取扱いを定める

こと。 

Ａ 個人情報保護法施行条例とは

別に、瀬戸市議会における個人情

報の適切な取扱いに関して必要

な事項を定める条例を制定しま

す。 

行政機関等匿名加工情報の提供制度導入にあたって

は、判断基準を審議会に諮問して作成し、提案内容を公

Ｃ 本市では、現時点で行政機関等

匿名加工情報の提供制度を導入
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表し、公益性について慎重に検討すること。 する予定はありません。 

現行条例の個人情報保護の水準を低下させない条例

とすること。 

国に対して個人情報保護法の見直しと個人情報保護

委員会の運営の改善を求めること。 

Ｃ 今回の個人情報保護制度の見

直しにおいては、原則として法律

の規定に基づいて運用するべき

と考えておりますが、瀬戸市個人

情報保護条例から個人情報保護

の水準を低下させることのない

よう、慎重に進めてまいります。 

 


